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は じ め に 

 

 2007 年 12 月、関係閣僚、経済界・労働界・地方公共団体の代表等からなる「官民トップ会議」に

おいて策定された「仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）憲章（以下、「憲章」）」・「仕事と

生活の調和推進のための行動指針（以下、「行動指針」）」は、2008 年秋のリーマン・ショック後の経

済情勢の変化や、労働基準法および育児介護休業法の改正等の施策の進展を受けて、新たな視点や取

り組みが盛り込まれ、政労使トップによる合意のもと、2010 年６月に新たな「憲章」「行動計画」が

策定された。この「憲章」及び「行動計画」では、「国民全体の仕事と生活の調和の実現が、我が国

社会を持続可能で確かなものにする上で不可欠である」「国は、国民運動を通じた気運の醸成、制度

的枠組みの構築や環境整備などの促進・支援策に積極的に取り組む」ことなどが提起されており、ま

た、2020 年までに達成すべき数値目標が設定された。 

 一方で、電機連合は、2007 年７月開催の第 55 回定期大会において、「21 世紀生活ビジョン」および

「ワーク・ライフ・バランス５ヵ年プログラム」を確立し、今日まで、ワーク・ライフ・バランス実

現に向けた各種の取り組みを推進してきている。加盟組合が企業に対して積極的にワーク・ライフ・

バランスの推進を働きかけたことにより、政府や諸団体のワーク・ライフ・バランスに関連する表彰

を受けるなど、ワーク・ライフ・バランス実現に向け、着実に前進している加盟組合がある一方で、

「ワーク・ライフ・バランスに関わるさまざまな取り組みを実施しても、その効果がなかなか上がら

ない、実効性が高い取り組みとはどのようなものなのか」という声を多くの加盟組合から頂いてきた。 

このような背景をもとに、電機連合は、2011 年１月に「2020 年のワーク･ライフ･バランスの実現研

究会」をスタートさせた。本研究会では、政府が 2020 年までの到達すべき数値目標として掲げている

項目のうち、「働き方改革」、「短時間正社員のキャリア」、「男性の育児休業取得の促進」の３つを研究

テーマに据え、先進事例などのヒアリング調査を実施するとともに、電機連合がこれまで行ってきた

各種調査結果の再分析を行い、ワーク・ライフ・バランスを実現するために効果的な方策（あるいは、

それを阻害しうる要因）について研究を進めてきた。本報告書は、その研究成果を纏めたものである。 

本報告書が、加盟組合をはじめ、日本社会全体における今後のワーク・ライフ・バランス実現に向

けた取り組みの一助になることを期待している。 

 

 最後に、研究会の実施及び本報告書の執筆にあたりご協力いただいた研究会委員、そして、ヒアリ

ング調査にご協力いただいた皆様に、この場を借りて心より感謝申し上げたい。 

 

2011年11月 

電機連合総合研究企画室 
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調査の実施概要 
 
本研究会では、ヒアリング調査を実施するとともに、2006 年に電機総研が行った「仕事と生活の調和

に関する調査」1における育児休職取得者とその上司の調査結果の再分析を実施した。ヒアリング調査の

詳細は以下の通りである。 

 

第１章 働き方改革の推進 

テーマ ヒアリング対象 実施時期 

在宅勤務（モバイル勤務） パナソニック株式会社労使 2011 年６月 

MeetingTimer 株式会社ＮＴＴデータ 2011 年６月 

労使 JIKAN 取り組み 

シゴトダイエット 
パナソニック電工株式会社労使 2011 年６月 

勤務間インターバル規制 
全国情報・通信・設備建設労働組合連合会 

（通建連合） 
2011 年５月 

インターバル休息 三菱重工業株式会社労使 2011 年６月 

 

第２章 短時間正社員のキャリアに関する考察 

ヒアリング対象 

会社 短時間勤務利用目的（利用者） 上司 
実施時期 

（１） 育児（ａ氏） ｂ氏 2011 年８月 
Ａ社 

（２） 育児（ｃ氏） ｄ氏 2011 年８月 

（１） 育児（ｅ氏） ｆ氏 2011 年８月 

（２） 育児（ｇ氏） ｈ氏 2011 年８月 

育児（ｉ氏） 2011 年９月 
Ｂ社 

（３） 
育児（ｊ氏） 

ｋ氏 
2011 年９月 

（１） 育児（ｌ氏・管理職）  2011 年７月 
Ｃ社 

（２） 自己啓発（ｍ氏）  2011 年７月 

 

第３章 男性の育児休業取得の促進 
ヒアリング対象 

会社 男性の育児休業取得者 上司 
実施時期 

（１） ｎ氏 ｏ氏 2011 年７月 
Ｄ社 

（２） ｐ氏 ｑ氏 2011 年７月 

Ｅ社 ｒ氏 ｓ氏 2011 年８月 

 
                                                  
1  2006 年調査の結果については「電機総研研究報告書シリーズ№10 電機連合 21 世紀生活ビジョン研究

会報告」および「調査時報№366 仕事と生活の調和に関する調査結果」を参照。 
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